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研研究究目目的的 
対話型生成 AI（以下、生成 AI）の登場により、高等教育の現場は大きな変化を迎えて

いる。生成 AI は個別最適化された学習体験を提供する可能性を秘める一方で、適切に活

用されなければ表層的な学習を助長するリスクもある。学習への影響は学習者の自己調整

学習能力（self-regulated learning skills）や批判的思考力（critical thinking skills）に大きく

依存するため、教育現場への統合には慎重な検討が必要である。本研究は、生成 AI に対

する教員と学生の認識および受容を調査し、高等教育における生成 AI 活用の可能性と課

題を明らかにすることを目的とする。さらに、教育・学習プロセスへの生成 AI の効果的

な統合戦略を検討する。 

 

研研究究方方法法 
本研究では、生成 AI の使用経験がある教員 3 名、学部生 20 名、大学院生 8 名を対象に

半構造化インタビューを実施した。教員を対象とした調査では、生成 AI の認知度、教育

での活用経験、使用感を中心に、教育効果として学習意欲向上や教育効率への影響を尋ね

るとともに、情報の正確性や学生の関与度に関する懸念についても質問した。学部生を対

象とした調査では、生成 AI の使用経験や受容度、学習支援や効率化に関する認識、依存

のリスク、倫理的使用に関する理解について調べ、トレーニングニーズや将来の利用意向

についても尋ねた。大学院生を対象とした調査では、研究や論文執筆における生成 AI の

活用法として、アイデア生成や研究の質向上の可能性を探り、複雑なタスク処理やアカデ

ミック・インテグリティに関する懸念について質問した。さらに、トレーニングニーズや

将来の研究での生成 AI 活用の可能性についても調査した。 

 

研研究究経経過過 
（１）2024 年 7 月~2024 年 8 月：研究倫理審査委員会からの承認（調査同意書の作成） 

（２）2024 年 9 月〜2024 年 11 月：文献レビューと質問項目の作成 

（３）2024 年 12 月：調査協力者の募集 
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（４）2025 年 1 月~2025 年 2 月：インタビュー調査の実施 

（５）2025 年 3 月：インタビュー内容のテープ起こしとデータ分析 

 

研研究究成成果果 
本報告書作成時点ではデータ分析が完了していないため、現時点での中間結果を述べる。

調査の結果、生成 AI の使用経験がある学生は一定数存在するものの、大半の教員と学生

は生成 AI の活用方法に関する理解が限定的であることが明らかになった。例として、第

二言語の翻訳ばかりに生成 AI を使用し、他の可能性を考慮しなかったり、表層的な対話

にとどまり、生成 AI の性能を引き出しきれなかったりなどの状況が明らかになった。学

習において生成 AI に過度に依存する学生は少ないが、どのように活用すべきか迷ってい

る学生が多く見られた。学生の多くは、生成 AI を使いこなせる人と使いこなせない人の

間で将来的に大きな差が生まれる可能性を懸念しているが、自身が生成 AI を活用できる

自信は低い傾向にあった。また、生成 AI の利用と倫理的問題に関して、教員と学生の間

で十分な議論がなされていないことも課題として浮かび上がった。今後、データ分析完了

後に学会で発表し、フィードバックを得た上で論文を執筆し、国際学術誌への投稿を予定

している。 

 

今今後後のの課課題題 
教員の調査対象が少数であったため、生成 AI に対する認識と受容の実態を十分に把握

するにはさらなる調査が必要である。今後は、教員への追加インタビューを実施し、調査

結果をもとにアンケート調査を設計することで、より多くの教員・学生を対象とした大規

模調査を実施し、生成 AI の教育・学習への影響を包括的に分析することが求められる。 
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大学院生プロジェクト型研究・研究成果報告書 
研究代表者：佐久間 啓彰（教育政策科学コース） 

 

■研究題目 

な ぜ 私 立 通 信 制 高 校 は 規 制 を 強 化 さ れ る の か  

―私 立 学 校 行 政 の 構 造 と そ の 限 界―  

■研究代表者・分担者（氏名、コース） 

佐久間 啓彰（教育政策科学コース・博士課程後期３年）（代表者） 

■研究成果概要（目的、実施内容、結果、今後の課題など） 

問題と目的 

本研究の目的は、私立通信制高校の認可行政過程において都道府県（以下、県）の私学

行政担当部局が果たす役割・権限と、抱える困難を分析し、私立通信制高校に対する規制

強化について検討することである。 

少子化が進行する中で、私立の高等学校通信制課程（以下、通信制高校）の学校数・生

徒数は増加している。一方で、県を跨いだ生徒募集が可能であり、通信制高校本校以外の

施設でも教育を実施するという特徴から、不適切な指導や行政上の所轄の困難さに繋がる

側面もあるため、近年通信制高校に関する行政上の規制強化が繰り返されている。例えば、

文部科学省は 2016 年に「高等学校通信教育の質の確保・向上のためのガイドライン」を

策定し、2018 年・2021 年・2023 年に一部改訂している。また、2023 年には「通信制課

程に係る私立高等学校の認可基準（標準例）」を策定している。 

このように、近年、通信制高校（特に私立）に対する文部科学省（国）による質の確保・

向上を目的とした規制強化が繰り返されているが、高校以下の私立学校の所轄庁は県であ

り、県を跨いで生徒募集できる私立通信制高校も同様である。公立学校は教育委員会が所

管するが、私立学校の所轄庁となるのは県知事であり、県の首長部局が私学行政を担うと

いう、二元的教育行政をとる県がほとんどである※1。また、私立学校の設置や廃止、収容

定員の変更等の学則変更に関する申請が学校法人から県に出された際は、各県が設置する

私立学校関係者や学識経験者等で構成される私立学校審議会（以下、私学審議会）にて、

認可の可否が審議される。 
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